
 

就労系障害福祉サービスにおけるICT機器等導入支援事業補助金交付要綱 

 制定 令和６年10月21日 

６川健障社第483号 

市長決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、就労系障害福祉サービス事業所の生産活動の改善等に向

けた取組をさらに支援するため、障害特性に配慮したICT機器等の導入に係

る費用の補助を通じ、利用者が働きやすい職場環境を整備することにより、

障害者の生産能力の向上を図るとともに、障害者が従事可能な担当業務の拡

充を図るための補助をすることを目的とする。 

２ 本補助金の交付については、「令和５年度障害者総合支援事業費補助金

（追加協議分）交付要綱（令和６年３月18日付け厚生労働省発障0318第１

号）」並びに川崎市補助金等の交付に関する規則(平成13年３月21日規則第

７号。以下「補助金規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところとする。 

（補助金交付対象者） 

第２条 この要綱における補助金交付対象は、川崎市内を所在地とする次の各

号のとおりとする。 

（１）就労継続支援Ａ型事業所（経営改善計画書若しくは賃金向上計画を神

奈川県に提出している事業所又は川崎市が認めた事業所）  

（２）就労継続支援Ｂ型事業所（神奈川県において作成される「工賃向上計

画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を作成している事業所又は川崎市

が認めた事業所）  

（３）生活介護事業所（生産活動を行っている場合）及び地域活動支援セン



ターのうち、「工賃向上計画」を作成し、積極的な取組を行っており、工

賃の向上に意欲的に取り組む事業所について川崎市が認めた事業所  

（４）共同受注窓口  

「共同受注窓口」とは、受注内容を対応可能な複数の障害者就労施設等に

あっせん・仲介する等の業務を行う者をいう。 

（補助対象経費） 

第３条 この要綱における補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）は、補助対象事業者が提出した事業計画書により、以下のいずれかに

該当するものと川崎市が認めるICT機器等とする。 

（１）導入することで、障害者の従事可能な担当業務の拡充が図られるもの  

（２）生産活動を行うために障害者自身が利用するもの  

（３）導入することにより、障害者の工賃や賃金の向上が見込まれるもの 

（補助金額等） 

第４条 市長は、事業所ごとに、別表に定める対象経費の実支出額の合計額と、

補助対象経費の実支出額から補助対象経費に対する寄附金その他の収入額を

控除した額を比較して少ない方の額を選定する。 

２ 前項により選定された額に４分の３を乗じた額を、市長が予算の範囲内で

補助するものとする。 

（端数処理） 

第５条 前条の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数がある場合は、

その端数は切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金規則第３条の規定により補助金の交付を受けようとするものは、

次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）交付申請書（様式第１号） 



（２）事業計画書（様式第２号） 

（３）積算内訳書（様式第３号） 

（４）積算内訳書（様式第３号）に係る見積書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する書類の提出期限は、市長が別に定めるものとする。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、補助金の交付申請があったときは、当該申請の書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、その内容を調査し、補助金を交付す

べきと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定するものとする。 

（決定の通知） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容

及びこれに条件を付した場合にはその条件を、補助金交付決定通知書（様式

第４号）により補助金の交付の申請をしたもの（以下「申請者」という。）

に通知するものとする。 

２ 市長は、前条の調査の結果、補助金を交付することが不適当であると認め

たときは、理由を付して補助金不交付決定通知書（様式第５号）により申請

者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 申請者は、前条第１項の規定による通知を受けた場合において、当該

通知に係る補助金の交付の内容又は、これに付された条件に不服等があると

きは、申請取下書（様式第６号）により申請の取下げをすることができる。 

２ 申請の取下げをすることができる期間は、交付決定通知書を受けた日の翌

日から起算して14日以内とする。 

（補助事業の変更等） 

第10条 補助事業者は、補助事業の内容等の変更をしようとするときは、あら



かじめ変更申請書（様式第７号）を市長に提出し、その承認を得なければな

らない。ただし、市長が軽微な変更と認めた場合は、この限りではない。 

なお、計画の変更により補助対象経費が増額となった場合は、当初決定額

を上限として補助金を交付する。 

２ 補助事業の中止をしようとするときは、中止申請書（様式第８号）を市長

に提出し、その承認を得なければならない。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は、補助事業の完了後30日以内又は交付決定を受けた年

度の３月31日のいずれか早い期日までに次に掲げる書類を提出しなければな

らない。 

（１）実績報告等送付書（様式第９号） 

（２）実績報告書（様式第10号） 

（３）経費報告書（様式第11号） 

（４）事業の実施に要した経費の支払いを証する書類 

（５）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第12条 市長は、実績報告書の提出を受けたときは、報告書等の書類の審査等

により、当該報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、

補助金額確定通知書（様式第12号）により補助事業者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第13条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補

助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

（２）補助金等をその他の用途に使用したとき。 



（３）本要綱各条に定める規定に違反したとき。 

（４）補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件、その他法令等に

基づき市長が行った指示又は命令に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の全部又は一部を取り消したとき

は、補助金交付決定取消書（様式第13号）により申請者に通知するものとす

る。 

（交付の条件） 

第14条 この補助金の交付の決定には、補助事業者に次の条件が付されるもの

とする。 

（１）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並び

に事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の機械及

び器具その他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定め

る期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、担保に供し、又は廃棄

してはならない。 

（２）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を市長へ納付させることがある。 

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運用を図らなければならない。 

（４）補助事業完了後に消費税及び地方消費税（以下「消費税等」とい

う。）の申告により、この補助金に係る消費税等に係る仕入控除税額が確

定した場合（仕入控除額が０円の場合を含む。）は、仕入税額報告書（様

式第14号）により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々



年度６月30日までに市長に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一

支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、

本所等が消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部、本社、

本所等の課税売上割合等の申告に基づき報告を行うこと。 

また、間接補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、

当該仕入れ控除税額を川崎市に返還しなければならない。 

（５）補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、当該収支に係る証拠書類を整理、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額

の確定日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。た

だし、事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の財産があ

る場合は、前期の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条第１項第２

号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅

い日まで保管しておかなければならない。 

（６）補助事業者はこの補助金の交付と対象経費を重複して、他の法律又は

予算制度に基づく国の負担又は補助を受けてはならない。 

（７）補助事業者は、全国の障害者就労施設等におけるICT機器等の導入の

参考となるよう、ICT機器等の導入目的、導入製品の内容や活用方法、障

害者の生産活動の参加状況、導入効果等を当該施設等のホームページ等に

より公表するとともに、川崎市のホームページに掲載する等により広く情

報提供することに同意しなければならない。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、健康福祉局長が定める。 



  附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は令和６年10月21日から施行し、令和６年４月１日から適用

する。 

  （要綱の失効） 

 ２ この要綱は、令和７年３月31日限り、その効力を失う。 

  （この要綱の失効に伴う経過措置） 

 ３ 前項の規定に関わらずこの要綱の規定に基づき交付及び交付決定をした

補助金については、失効後も、なお効力を有する。 



 

別表 

１ 限度額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

ICT機器等導入支援事業 

１施設又は事業所あたり 

1,000千円 

障害者の障害特性に配慮

したICT機器等の導入支援に

必要な工事費、報償費、旅

費、需用費、役務費、委託

料、使用料及び賃借料、備

品購入費、補助金 
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